
少 人 数 学 級 の 実 現 及 び 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 拡 充 を  求 め る 意 見 書    日 本 は Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 諸 国 に 比 べ て 、 １ 学 級 当 た り の 児 童 ・ 生 徒 数 や 教  員 １ 人 当 た り の 児 童 ・ 生 徒 数 が 多 く 、 １ 人 １ 人 の 子 供 に 丁 寧 な 対 応  を 行 う た め に は １ ク ラ ス の 規 模 を 引 き 下 げ る 必 要 が あ る 。   文 部 科 学 省 が 実 施 し た 「 今 後 の 学 級 編 成 及 び 教 職 員 定 数 に 関 す る  国 民 か ら の 意 見 募 集 」 で は 、 約 ６ 割 が 「 小 中 学 校 の 望 ま し い 学 級 規  模 」 と し て ２ ６ 人 ～ ３ ０ 人 を 挙 げ て い る 。   教 育 予 算 に つ い て は 、 Ｇ Ｄ Ｐ に 占 め る 教 育 費 の 割 合 が Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 加  盟 国 の 中 で 日 本 は 最 下 位 で あ り 、 ま た 、 三 位 一 体 改 革 に よ り 、 義 務  教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 国 負 担 割 合 は ２ 分 の １ か ら ３ 分 の １ に 引 き 下  げ ら れ 、 地 方 公 共 団 体 の 財 政 を 圧 迫 し て い る 。   将 来 を 担 い 、 社 会 の 基 盤 づ く り に つ な が る 子 供 た ち へ の 教 育 は 極  め て 重 要 で あ る 。 未 来 へ の 先 行 投 資 と し て 、 子 供 や 若 者 の 学 び を 切  れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育 成 ・ 創 出 か ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡 大 に つ な げ る  必 要 が あ る 。   こ の よ う な 観 点 か ら 、 国 に お か れ て は 平 成 ２ ４ 年 度 予 算 の 編 成 に  お い て 次 の 措 置 を 講 ず る よ う 強 く 要 望 す る 。  １  Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 諸 国 並 み の ３ ０ 人 以 下 学 級 の 早 期 実 現 に 向 け て 、 必 要  な 措 置 を 行 う こ と 。  ２  教 育 の 機 会 均 等 と 水 準 の 維 持 向 上 を 図 る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫   負 担 制 度 の 堅 持 と と も に 国 負 担 割 合 を ２ 分 の １ に 復 元 す る こ と 。    以 上 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 す る 。                         平 成 ２ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日                三 浦 市 議 会 議 長  岩  野  匡  史    意 見 書 提 出 先  内 閣 総 理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科 学 大 臣  


